










1987年4月1口,わ が国で国鉄改革 〔z;が断行 され,日 本 国有鉄道(JapaneseNationalRail-
ways,JNRj>は地域 ごとに六 つの旅客鉄 道会社 と全 国一社 の貨物鉄 道会社 とに分割(3J,民営
化(4)され た,確 か に,JR北 海道,四 国,九 州 の いわ ゆ る三 島 会社及 びJR貨 物 は,発 足20
周 年の節 目を迎 えた今 日な お,国 鉄 改革の最終 目標 で ある完 全民営化 の見通 しが 立ってい な
い.し か しなが ら,国 鉄改革 時 に採 られた分割,民 営 化 をめ ぐる国内外 の研究 者,実 務家 の
評価 は おおむね肯定 的 であ る.一一・方,ド イッで は,DGrr元 ドイツ鉄 道株式会 社(Deutsche
BahnAktiengesellschaft,DBAG))会長 を して 「非常 に うま くい った(5;」といわ しめた日本 の
経験 を踏 まえ,1994年1月1日 に鉄道改革(Bahnreform)が実行 に移 され た.
Diirr元会長の 発言 然 り,い くつ かの類似点 が指摘 され る双方 の事例(s:にあ って,上 下 分
離が導 入 され た.こ こに上下分離 とは,鉄 道 のオペ レーシ ョン(運 行)と イ ンブラス トラク
チ ャーの保 有 とを別事 業体 とす る政策 で ある.と ころが,貨 物輸送 はいずれ も全面的 に上 下
分離 と された ものの,こ と旅 客輸送 に関 して は,日 本で は新幹線 に限定的に採用 され たの に
対 し,ド イツでは全面 的に一ヒ下分離 とされ たの であ る.そ して,わ が国ではほ どな くして新
幹 線の上下分 離は上下一一体 に改め られ たが,ド イツでは引続 き上 下分離 が堅持 されて い るの
であ る.こ の点,両 改革 の政策理念 の相違 を端 的 に表 して いる,
国鉄改革の 日独 比較 には桜 井[41]の 先行研究 があ るが,ド イ ツの状況 については よ く述
べ られてい るのに引 き換 え,日 独 の比較の点 で満足 でない.そ こで,本 稿 では,日 独両国 鉄
改革 にお ける旅客 輸送の上下分 離にみ る政策含意 を分析 視角 に据 え,二 つ の改革 の特質 を論




2.1地域分割の要 請 と新幹線 の上下分離
ドイツはじめ諸外国の鉄道改革の中にあって,わが国鉄改革の特徴 は地域分割に見出せる.
国鉄再建監理委員会(Z)は,1985年7月26日に発表 した最終答 申 「国鉄改革 に関す る意見
一 鉄道の未来を拓 くために 」で,全 国.一'IG的組織の問題点 として次の4点 を挙げてい
る.す なわち,①経営管理の限界を超えた巨大組織 となっていて,適 切な経営管理が行われ
に くい,② 事業運営が画・.一的に行われがちで,地域経済の実態や地域の交通事情 に沿 った運
営がなされていない,③ 地域間,部 門間の依存関係が醸成されやすく,そ れぞれの経営の実
情に即 した効率化が阻害 されている,④鉄道事業者 として他に比類するもののない全国組織
の事業者であり,同種企業間における競争意識が働かない,というものである,それゆえに,
地域分割が必要であると説 く,し かし,全国一社体制のままとされた貨物鉄道 には,果 た し
てそうした懸念はないのかなど,再 建監理委員会の答申に疑問なしとはしないのである.
この点,地 域分割には組合対策の意図があったとみるべきであろう,JNRは1964年度に
単年度赤字に陥って以降,再 び黒字を計上することはなかった.そ の要因 として,欧 州各国
の国鉄同様,モ ータリゼーションによる市場構造の変化や,公 企業であるために政治の介入
を受 けやすく,当事者能力に乏 しかったこと等が指摘 されるが,JNRに特有で あったのは,
その極めて険悪な労使関係である.JNR内部では,経 営陣と国鉄労働組合,国 鉄動力車労働
組合,鉄道労働組合,全 国鉄施設労働組合の四つの労働組合 とが激 しく対立するのみならず,
組合相互で覇権争いを繰 り広げていた,そ れが職場の荒廃をもた らし,ひ いてはJNRの生
産性向上の足かせとなっていたのである.し たがって,同社の地域分割は労働組合の弱体化
を図る上でも要請 されていたはずである,
しかるに,地 域分割を行 った場合,従 来の内部補助の規模は相対的に縮小 され るため,当
地の市場環境に応 じて,分 割後の各社の業績に格差が生 じる,そ こで,旅 客鉄道各社の収益
調整措置が講じられることになった.い わゆる三島会社については,JNRの長期債務の承継
を免除す るとともに,総 額1.3兆円を原資 とする経営安定基金 を設け,そ の運用益で欠損を
填補す る(A)他方,JR東日本,東 海,西 日本のいわゆ る本州3社 については,当 時既設の
4新幹線(東 北,上 越,東 海道,山 陽)の 収益力格差 によって3社 の業績の平準化を図るの
である.つ まり,国鉄改革に際 して新幹線鉄道保有機構 似 下 「保有機構」という)を設立 し,
新幹線のインフラを一括保有 させ る,保有機構は本州3社 から線路使用料佃を徴収 してこれ
を貸 し付けるが,そ の貸付料の配分割合(io)の調整を通 じて,各 社の経営基盤の均衡化 を図
ることとしたのである.な お,3社の線路使用料の負担割合 は東 日本28%,東海58.7%,西
日本13.3%であったが,1990年度の3社 の輸送実績は,人 キロ比で東 日本20%,東海57%,
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北及び上越4.67兆円,東 海道2.44兆円,山 陽1.43兆円)相 当の長期債務を引き継いで発足
した.と ころが,こ の新幹線 リース制度は次のような問題を内在 していたのである(以 下合
田[10],葛西[22],齋藤[36],住田[43]).,
第一に,新幹線インフラの補修及び取替 えの経費は本州3社 がこれを負担するが,そ れ ら
新幹線資産に係 る減価償却費を計上で きない点である.こ のことは,新 幹線が運輪収入の
86%を占めていたJR東海(1987年度実績)に とって,と りわけ深刻な問題であり,同社の
総収入 ないし経費に占め る減価償却費の割合は,JR他社や大手私鉄の半分程度にとどまっ






ある以.k:,将来に渡って再び政治の干渉を受けない保証はない.こ の点,本 州3社 にとり,
経営上看過で きない不安定要素であった,
そ して,第 三に,い わゆる逆インセンティブ問題である,線路使用料は各社の収益を平準
化する水準に設定 されると先述 したが,旅 客鉄道会社が企業努力によって新幹線の輸送量を
増大 させれば,そ の分だけインフラ使用料 も増大するとい う事態を招 くのである.地 域分割
を通 じて各旅客鉄道会社の経営責任 を明確にし.,もって経営効率化を促す という表向きの政
策趣旨に反するといわなくてはならない.
折 しも,本州3社 は予期 された以..r.の業績 を収 め,株 式の.上場が視野に入.った,そ こで,
投資家保護や株価の安定等の見地か ら,.上記rlつの問題を解決する必要に迫 られたのである.
本州3社 の下 した決断は,保有機構が持っ新幹線インフラを時価で買い取 ることであった.
そうして,発 足からわずか4年 半後の1991年1⑪月1日,保 有機構は4新 幹線のインフラ
を各社に売却の上,解 散 したのである.な お,譲 渡価額は9兆1,767億円(東 北及び上越
3兆1,070億円,東 海道5兆956億円,lLI陽9,741億円)で あった.新 幹線 リース方式の廃止
は,国 鉄改革における 「最初の大 きな修正J(今城編,前 掲箇所)と なった.
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2.3国鉄 改革 にお ける新幹線 の上下分離の意義
以上の通 り,新幹線 に対する上下分離は特別の目的を遂げるための例外的措置であったの
であり,わが国の国鉄改革では,旅 客輸送は原則 として上下一体を維持す ることが予定 され
ていたのである.そ の特別の目的とは,ま ずは分割後の旅客鉄道会社相互 特に本州3社
相互一 の収益調整である,そ の背景に,経営の効率化を達成する政策手法 としての地域分
割があったことはすでと述べたところである,そ して,こ れまで収益調整の点を中心に論 じ
たが,保 有機構 には長期債務の償還の役割 もあった,本 州3社 か ら徴収 した線路使用料は,
保有機構が承継 した長期債務の弁済に充て られたので ある.な お,こ れらの業務に加 えて,
その当時未開業であった東北新幹線の東京～上野間の建設,大 規模災害時のインフラの復旧
の2業 務 もあったが,い ずれも本稿の趣旨との関連が稀薄であるため,こ こで若干の言及を
するにとどめる.
後段の ドイツのケースとの対比で強調されるべ.きは,保 有機構には,① 本州3社 間の収益
調整,② 長期債務の償還,に 重 きが置かれていた事実である.保有機構が本州3社 とは別の
事業者に新幹線 インフラを貸 し付けることは想定されていなかった.し たがって,保 有機構
は下部構造の保有組織 として確立す るには至 らなかったのである(今城編 前掲箇所).
3.鉄道改革における政策的位置づけ
3.1EC,EU共 通 運 輸 政 策 の展 開 と上 下 分 離
1989年7月,旧 西 ドイツで,わ が国鉄再 建監理 委員会 に相 当す る連邦鉄 道政府 委員会(ll〕
(RegierungskommissionBundesbahn,RKB>が設置 され た.そ もそ も,RKBは 同国の国鉄 で
あるところの ドイツ連邦鉄道(DeutscheBundesbahn>の再建 計画 を策定す るこ とを任 と し
て いた,し か し,1990年10月3日 に東西 ドイツが.再統一一を果 た した ことに伴 って,旧 東 ド
イツの ドイツ国有鉄 道(DeufscheReichsbahn)につ い て もあわせ て審議 す ることとなった
ので ある,
ドイツにお ける鉄 道改革 の議 論 と時 を同 じく して,ECレ ベルで も,軒 並み経 営危機 に瀕
してい た各 国の国鉄 をいかに再建す るか,議 論 がな されて いた.後 記 のご とく,EC,EUの
運輸政策 が ドイツの鉄道改革 に及ぼ した影 響 は小 さくない こ とに鑑み て,以 下,そ の展 開を
概観 す る.
ECで は,公 平や 社会的 ミニ マムの観点 か ら,伝 統 的 に国家 が市民 のモ ビ リテ ィに対 し....一
定 の責任 を負 っていた.1969年6月29日 のEC規 則iiyi/69az;は,まさに その 具体 化で あ
った.同 規 則は,い わゆ る公共サ ービス義務(publicserviceobligafions)が事業者 に もた ら
す負担,つ まり社 会的に は存続 維持が望 まれ るが,商 業的 には成 り立 ち得 ない輸送サ ービ
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スを継続 し又は引 き受け,あ るいは政策運賃を課すことで事業者において発生する費用 につ
いては,所 轄行政庁がこれを補償すべきものとしていた.か かる規則が存在 したために,各
国の国鉄は,.たとえ採算が見込めない路線であっても運行を継続 しなくてはならなか ったの
である.相 対的にEC諸 国の都市構造は職住近接に特徴を呈 しており,自動車は使い勝手の
よい移動手段であった,自 家用乗用車は域内交通市場で輸送実績の大半を占め,EC各国の
国鉄は揃って財政難に陥った.そ うして,政 府の国鉄への毎年の多額の補助は,次 第に国家
財政を圧迫 していったのである.
その頃,米 国では,1978年航空規制緩和法(AirlineDeregulationAct)を端緒に,国 内航
空市場の段階的規制緩和が行われていた.こ のインパク トは世界中に波及 し,長 らく保護主
義的政策が採 られていたEC鉄 道市場でも,い よいよ自由化に向けた議論が本格化 したので
ある(13.,のちに,それは次の二つの規則及び指令 となって結実 した.そ れぞれ,1991年6月




実際,ド イツの鉄道改革は,先 のEC規則及び指令の指導理念に即した内容 となった.で は,
ドイツの鉄道改革を規定 した現代EUの 共通運輸政策 とは,一 体いかなるものであるのか.
EU共通運輸政策の基本姿勢は,既 述のEC規 則1893/91.同指令91/440によく表れてい
る.と りもなおさず,① 官 と民の責任の明確化,② 競争原理の導入,で ある.① の具体施策
として,地 域化(regionalization)と上下分離が挙げ られる.ま た,② の具体施策 として,
オープンアクセス(openaccess)が挙げられる.こ こに地域化とは,当地の公共交通の運営
のあり方に関 して,当 該地方自治体に自己決定 させる枠組みである,そ して,オ ープンアク
セス とは,特 に外国の事業者 に自国の鉄道ネッ トワークを開放する政策である.つ まり,





上下分離が 「上」,.すなわちオペレーターの財務に与えると期待 される効果は,次 頁図表1
に掲 げる通 りである,そ の意味するところは,固 定費の割合 が低下すると,当該企業はより















































伴 う.つ まり,よほど大量かつ高密の交通市場 を前提 としない限 り,一般に市場への競争的
参入は鉄道会社相.互の破滅的競争を招来す る恐れがあり(高橋 ・寺田[45],p.179),やは
り巨額の鉄道投資の必要性は競争条件 を拘束す る.こ の点,上 下分離であれば,鉄 道会社は
インフラ投資の埋没費用化に直接的に関与せずに済 むのである.それは,ひ いては鉄道会社
の参入及び退出行動に影響 を及ぼす(堀[12],p,110),かくして,潜在的競争圧力に欠ける




であって も,鉄道事業者.一般が他国のネッ トワークに乗 り入れることは技術的,制度的に今
もって可能である.し か しながら,線路使用のプライシングであるとか線路容量,す なわち
ダイヤの配分に公正 を期すこととの関係でいえば,オ ペ レーションと下部構造とが別個の事
業体であるほうが都合 がよい、
.L一下が垂直統合 された企業の下部構造は,系 列のオペ レーション部門を利するため,競 合








れ以前に,垂 直:統合企業のネッ トワーク部門が,参 入企業 を自社のオペレーション部門 と同
等に処遇するごとき利益相反をそう簡単に容認するようには思われない.お そらく,被規制
企業は次々に対抗策を繰 り出してこよう,
結局,同 一の鉄道事業者がネッ トワニクを保有するのみならず運行 も行 う現状では,公
権力による規制 には限界があり,こ こに上下舟離の根拠を兇出すことができる.な お,上
下分離はオペ レーター問の競争促進に加 え7,規 制当局φモニタリングコス ト削減の面で
も奏功する,
3.3鉄道改革 における旅客輸送全般の上下分離の意義.
この ように,日 本の国鉄改革を範としつつ も,鉄道改革の際.に旅客輸送に関しては金面的
に上下分離 とされた理由は,ド イツがEU共 通運輸政策の方針に同調したからである.同政
策は,従 前の保護主義ともいうべき鉄道政策が各国の国鉄財政の悪化を助長 したという認識
の下,官 と民の責任 を各々明らかにし,可能の限 り競争 を取 り入れることで効率的な経営を
実現することを旨とするものである,その中で,上下分離は官 と民の責任の線引きとしての,
あるいはオープンアクセ.スなど競争政策の基礎 としての役割を演 じることが期待 されている
のである.
保有機構 との対比 という視点から ドイツ(EU>の上下分離の趣 旨を述べると,①通路費
からの解放によるオペレーターの財政負担の軽減(か つての国鉄の再建〉,②鉄道輸送の自




れているか一 かかる視座 から評価を試みた先行研究(Nash[29])も存する,そ うはいえ,
次頁図表2に 示す通.り,両者はそれぞれ独自の問題を解決す る政策手法 として上下分離を選
択 したのである.し たがって,.政策理念を異にしている以上,同.....一の姐上で議論することは
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された,そ うした事情か ら,将来に渡る課題の検討は行い得ないものの,そ の評価 を行 うこ
とは十分に可能である.
筆者は,新幹線 リース制度がわずか4年 半で廃止 された事実が同政策の何よりもの評価で
あると考える.議論に議論を重ねた末に一度は上下分離とされたものが,ご く短期間を経て
再び上下一体に垂直統合 されたのは,新幹線の一括保有が早々に制度疲労を起こしたか らで
ある,言い換えれば,保 有機構制度 は大変多くの,そ れでいて重大な問題 を抱える政策であ
った,
国鉄改革では地域分割が選択 されたが,① ダウンサイジング,② 組合の解体,が 効率的経
営に資するとの主張には合理性を見出せる,と ころが,新 幹線 リーズ方式は①の趣旨を没却
する恐れがあったのである.既 述の通 り,地域分割には,従来の内部補助を制限 し,経営の
効率化 を図る意図が存 したが,新 幹線の リース料は主として輸送実績に基づいて算定 され,
結局は内部補助 と同視 しうるものであった.2.2において列挙 した他 にも,新幹線の上下分
離にはさまざまの問題があったのである..
ただ し,東海道新幹線以外の新幹線は輸送密度,工 事費等の面から,建設 されたこと自体
に問題があったとする実務経験者の批判があるけれども(角本[20],p.20>,東海道新幹線
に続 く山陽以下の新幹線 は,い わばJNRの負の遺産であった,そ れ ら採算性に難ありの新
幹線の建設に関 して,新 会社に何 ら責任はない.し たがって,新 幹線を国鉄改革後に誕生す
る本州3社 に引き継がせるにあたって,い ずれかの政策的配慮を施す必要があったことは認
めなくてはならない.
確かに,新幹線資産とその再評価額に見合 う債務 を本州3社 に直接承継 させることが最も
簡便 なる方法であったように思われる.し か し,それには次に記す技術的難点があった.す
なわち,①新幹線の再調達価額 を査定することの困難 さ,②東海道新幹線の営業権問題 で
ある,東海道新幹線の営業権問題とは,同 新幹線の簿価 と時価の差額を営業権として計土 し
た場合の不都合である.建 設後,す でに20年以上経過 していた東海道新幹線は,簿価 と時
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い政策であったが,ま たある一.一・面では種々の制約の中から捻り出 された実に巧妙な政策で も
あつた..再建監理委員会はもちろん,当 時の経営陣の人知をもって しても予期 し得なかった
のは,本州3社のその後の業績の推移である,.そこまで早 く本州3社の維営が安定しようとは,
誰 も想像 していなかったのである.分割後3社 の業績がバ ランスしないであろうことを前
提にデザインされたフレームであっただけに,い ざ3社の経営が安定すると,も はや新幹線
リース制度の本領を発揮する余地はなくなる.
保有機構は発足からわずか4年 半後に解散 して しまったが,そ れまでにいかなる実効をあ
げたか.ま ず,本 州3社 の収益調整に関 しては,保 有機構が存続 していた間,各 社より線路
使用料を徴収 した事実から,一定の成果をあげたといってよい,他 方,長 期債務の償還につ
いてであるが,保有機構廃止にあたり,新幹線資産相当額の長期債務が本州3社 に承継 され
たことは相違ない.し かるに,そ れは本州3社 が企業努力に徹 し,堅調な業績を収めなけれ
ば決 して実現 しなかった.保 有機構が本州3社 に代わって長期債務を引き受けることで,各
社が当面の リスクを回避 し得たことは評価に値するが,長 期債務の償還に対 して直接的な貢
献があったとはいいがたい,
なお,国鉄改革時に新幹線 を上下分離とするにあたり,鉄道事業法が制定 された.古 くは,
1924年の.南海電鉄や49年の神戸高速鉄道などに上下分離の導入事例が存在 したため,法 律
が現実 を追認する形になったが,こ れをもって,わ が国鉄道業の上下分離は法律上の地位 を
得 た(is>.将来において,旅 客鉄道の..t.下分離が進展する可能性 を示唆 したものとして,鉄
道事業法の制定は意義深い.
4.2ド イツにおける上下分 離の課題
2007年9月25日,EU欧州議会は仏.ストラスブールで本会議 を開 き,域 内の国際旅客鉄
道の さらなる自由化を定めるEU指 令案を賛成多数で可決 した.新 聞報道 剛 によれば 加
盟27か国の鉄道会社は2010年以降,.原則 として自由に各国の都市を結ぶ国際列車を運行で
きるようになるという.ただし,中小国や中 ・東欧はEU規 模での急速な自由化に反発する
姿勢を示 しており,各国内の市場開放については見送 られた,そ れによって,旧 国営鉄道の
経営が圧迫 される恐れがあるとの懸念が根強いからである,欧 州委員会は,各 国レベルでも
旅客鉄道の自由化を導入する体制が整っているか否か,2012年をめ.どに改めて検討するとし




その意味で,ド イツにおける旅客鉄道の.上下分離に対 して,現 時点で総合的な評価 を下す
ことは早 きに失すると思われる.確 かに,シ ミュレーション分析 によって,上 下分離がDB
AGのここ数年の好調な業績に,あ るいは社会全体の厚生の改善にどの程度寄与 しているか
考察することは可能である.し か し,EU全体 としての旅客鉄道の自由化が未だ途...r.の段階
に南る以上,ド イツの事例への評価は暫定的なものに過ぎない.ま た,本稿の論旨は,.あく
までわが国の国鉄改革 とこれをモデルケースとする ドイツの鉄道改革の特質を,上 下分離の
態様の相違 という観点から比較検討することにある.議論 を散漫 なものとしないためにも,
あえてここでは政策評価にまで踏み込まない(IA:.
そこで,今 日,ド イツ,ひ いてはEUが推 し進めている旅客鉄道の自由化政策につ き,若
干の問題提起をして筆者の評価に代 えたい,EC,EUの運輸政策は,い わゆるイコール フッ
ティング(equalfooting)の考え方に立脚 している.こ こにイコールフッティングとは,競
争基盤の平等化などと称 されるもので,1940年代の英国におけるLewisとManceの論争(t9;
以来,ECで長 らく議論が尽 されてきた鉄道と自動車 との間の通路費負担の公平性の問題の
出発点である.イ コール フッテ ィング論者は,鉄 道は事業者自ら通路であるところの鉄路を
敷設しなくてはならないが,片 や道路は公の負担で整備 され,し たがって両者は競争上公花
を欠いていると主張 したが,こ の点,ド イツを引合 いに出すと,軽 油などに賦課 されている
鉱油税(Mineralolsfeuer)の税収の一部が道路建設の財源 とされ,必 ず しも受益 と負担とが
乖離 しているわけではない.こ のように,そ もそも.イコールフッティングの理論的妥当性に
疑問を禁 じ得ないが,いずれにせよ,国鉄への手厚い政府補助がECの対応であったとすれば,
EUの対応は上下分離であった.
角本は,目 下EUで 採られている上下分離は 「フィクシ ョン経営」(前掲書p.49)である
として,そ の実効性を疑問視 しているが,上`..ドが垂直統合 された鉄道会社は,内 部取引費用
の節減や中間投入財 たる...ド部構造の効率的利用はじめ統合の便益を享受することができる.
裏を返せば,上下分離とすることは統合の便益を放棄す ることに他ならない.上下分離には,
このような間接費用ばか りでなく,た とえば組織の リス トラクチャリングに必要なコス ト等
直接的な費用 も当然に伴 う,そ れにも関わらず,EUが _r.下分離に固執す るのは,過 去の政
府の失敗に対す る.自省 と市場メカニズムの再考であるとか,統 合 の費用便益と上下分離のそ
れとの比較衡量 も然ることなが ら,上下...・.体のまま競争政策 を展 開した場合,不採算路線は
整理 される方向に振れやすくなる一 それも統合の便益である!一 が,こ れを阻止するた
めと解 される.旧 国有鉄道の所有形態のあり方については,引 続 き.各国政府の判断に委ねる
もの とし,民営化を鉄道改革の要件としなかったことも同様の理由に よるものであろう.交
通サービスは基本権的側面を有するので,赤 字路線維持の是非はさておいて,上 下分離は公
平や社会的 ミニマムの見地から鉄道を存続 維持するための,ま さに苦肉の策でもあるので




ところで,EUで進め られている鉄道の上下分離は,オ ープ ンアクセスと相まってコンテ
スタブルマーケット(contestablemarket>を形成する意図であるとされる.コ ンテスタビリ
ティ理論によると,市場がコンテスタブルであるならば,当 該市場への潜在的参.入者の存在
が競争圧力となり,既存企業の行動を最適化す る.コ ンテス.タブルマーケットは,① 埋没費
用が皆無で任意に当該市場に参入及び退禺 しうる,②参入企業 は既存企業 と同一の需要条件
の下,同 質の財を生産する,③ 参入企業は既存企業からすべての市場 を奪 う形で参入する,
④既存企業の新規参入者への対応にはタイムラグを生 じ,即時に価格 を変更できない,と い
う諸条件を満たしたときに仮定 されるが,上 下分離な,こ のうち①の埋没費用の軽減に資す
るものである.
コンテスタビリティ理論に対 しては,そ の理論的的確性が今 日tdお高く評価 されている反
面,上 記① ないし④の条件を実際に充足することは至難であるとして,現 実への適用可能性
の点で否定的見解 も多い(zm.そうはいっても,.EUは今後,さ らに旅客鉄道の自由化 を推進




また,上下分離とした場合,必 然的に線路使用に係 るプライシングが論点になるが,現 状
では各国が独自に線路使用料を設定 している⑳.こ れを ドイツについてみると,同 国は,
オペレ.一シ ョンと下部構造とがともに同一の持株会社の傘下にある,い わゆる ドイツモデル
を採用 している㈱.同 モデルでは,イ ンフラ保有会社がグループ企業 たるオペ レーション
会社 を優遇 し,他の事業者 を差別的に取 り扱う可能性を否定 しきれない.し かるに,か かる
行為は自由化の精神 に反すると.いうべ きであって,い かに線路使用料の設定やダイヤ配分に
公平性を担保す るかという問題は,政 策的に使用料に傾斜 をつけ,か つJR本州3社 に独占
的なインフラの使用 を認めた新幹線 リース方式と好対照をな していることもあり,非常に興
味深い,
ドイツの鉄道改革の最終 目標は,わ が国鉄改革と同じく,機構改革 によって誕生 した ドイ
ツ鉄道グループ各社の民営化である,今 日に至 るまで,何 度かDBAGの 株式..L場の話題が
取 りざた されたが㈱,い よいよ連邦政府は株式の一部放出に踏み切るようである.2007年
9月に筆者が渡独 した際 ドイツメディアはしばしばDBAGの 株式公開について報じてい
たし,ド イ.ツ連邦交通 ・建設 ・都市開発省のウェブサイ トに も,7月24日に連邦内閣がDB
AGの民営化に関す る法案 「連邦の鉄道の新機構に関する法律案」(EntwurfeinesGesetzes
zurNeuorganisationderEisenbahnendesBundes,以.下「DBAG民営化法案」という〉を決





同社株式が.上場 される見通 しとなった背景には,前 段に記 した2010年から始まるEU域 内
の国際旅客鉄道の自由化に備 え,DBAGの 国際競争力を・..・..・層強化 したい という当局の思惑
がある(24;.その後の新聞報道 ㈱ で,政 権与党間の意見対立から,株式放出の時期や方法を
めぐる議論が暗礁に乗 り上げたことが伝 えられているが,筆 者はいわゆるプリンシパル ・エ
ージェン ト(principal-agent)関係の転換の見地から,同社の株式..r_場は好ましい選択肢で
あると考える,
民営化のメ リッ トとして,①政治の干渉の排除と経営の効率化,② 兼業や周辺開発といっ
た事業活動の自由,③ 単年度主義の制約が取 り払われ,債券や株式の発行 を通 じて広 く資金
調達 を行えるようになること,な どが一般に指摘 されるが,単純に所有形態を変更 しただけ




市場の失敗要因の存在が明らかとなるに至ったか らである,この点,鉄 道 インフラの ような
社会資本分野は,総 じて整備から運営へと比重がシフ トしつつあり,近時 民間の積極活用
が求められているところではあるけれども,上 に述べたような市場の失敗を引き起こ しやす
く,包括的に私企業の経営裁量に委ねることは妥当でない.と りわけ,下部構造の運営方式
については,従 来の規制政策,補 助金政策の他に,エ ージェンシー(独立行政法人)や 委託
契約(7ラ ンチャイズ契約),あるいは競争入札制 など,多 様のバ リエーションか ら適切 な
方策を採る必要がある.オペ レーションの分野にしても,潜在的に競争的ではあるが,ま っ
たく自由放任の競争政策を展開 しては市場の失敗の二の舞になろう.外部性の問題が依然残
されているし,そ もそ も各企業のバ ーゲニングパ ワー(bargainingpower).が十分でないこ
とを反映 して,市 場自体が不完全だからである.競争に適 した市場条件の創造はいうまで も
な.く,公的モニター制度の導入や情報公開の促進など,正 義の理念の実現に対する政府の最
低限の規制は不可欠である.
そ して,民 営化には相応の費用がかか ることも認識 しておくべきである.事 後,一 部地域
でユニバーサルサービスの確保が困難に陥 ったようなケースは好個の例を示 している.し た





グ会社を媒介として利害.を共有 している現状況 を打破 しない限り,競争は当初見込まれたほ
どの進展 をみせないであろう.そればか りか,親 子関係を維持したままでの上場は,持 株会
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社DBAGの ネ ッ トワーク部門DBNetz社 にあって,む しろ反競争 的イ ンセンテ ィブを強め
る恐 れす らあ る,連 邦政府 に よ るDBAG株 の売却 は,持 株の解消 と平 行 して行われ な くて
はな らない,も っとも,DBAG民 営化法 案第1章 「DBAGの一 部資本民営化 に関す る法律 」
(GesetzuberdieteilweiseKapitalprivatisierungderDeutschenBahnAktiengesellschaft)第1
条1項 は,連 邦政府 は引続 きDBAGの 株.式の過半 数 を保有す るもの と定め ていて,た と え
ば連邦政府 当局がDBNetz社の取締 役会,も しくは監査役会に席 を占める ことで,よ り多 く
の情 報及 び管理手段 にアクセスが可能 とな るな ど(OECD[35],p.12),コンツェル ンの ガ
バ ナ ンス構 造いかんで は,外 部か らアクセ ス規制 を課 す よ りも効果 的に同社 の競 争制限的 イ
ンセ ンテ ィブを抑 制で きるか も しれない,
.上下分 離,オ ープ ンアクセス..一一EUに おけ る旅客鉄道 の 自由化政 策 は,道 路 モデル を援
用 して いる(今 城編,前 掲書p,22>.この点 鉄道 と自動車 とで は技術 的 に相違 してい るし,
先 の イコール フッテ ィングの議論 に して も,果 た して総 コス トに占め る通路 費の割合 が前提
とされ てい るかなど,問 題 は少 な くない,そ うはいえ,今 日,EU各 国の旅 客鉄道 がかつ て
例 をみ ない状況 に身 を置 いてい るこ とは疑 いない.い わ ば,全EUを 挙 げての壮大 な実証試






U:後 記の 通 り,ド イツで は.Bahnref6rm"といわ れ て お り,同 国の こ とを い う.場合 に は,正 確 を期 して 「鉄
道 改 革 」 とす るべ きで あ る,し か る に,日 本 の国 鉄 改 革 と ドイ ツの鉄 道 改 革 と をそ の 都 度 区別 して 述 べ
る のは 煩雑 で あ るた め,「国鉄 改 革 」 と総 称 した.な お,本 文 中 に も同様 の 箇所 が あ る こ とを断 る.
〔z:わが国 国 鉄改 革 に つ いて の 文 献 は 多数 存 在 す るが ,飯 尾[14],[shikawaandlmashira[16],角本 8
葛.西[22],草野[25],中西[28],運輸 政 策研 究 機構[49]dGびに 山田 「54]に特 に詳 しい.
(3;この 他 ,業務 の性 格 卜,組織 分割 に な じまな い と して,電 気 通 信,情 報 処理,試 験 研 究 が 各 一法 人 と され,
日本 国 有鉄 道 清 算 事業 団,後 述 す る新 幹 線鉄 道 保 有 機構 と あわせ て12組 織 に分 割 され た.
@;こ の 時 点 で は,JR各社 の 全 株 式 は政 府 が 国鉄 清 算 事 業 団 を通 じて これ を保有 して お り,本 来は 株 式 会社






『朝H新 聞』1994年2月11目 付 朝 刊.
た とえ ば,国 鉄清 算 事 業 団 に な らって 連 邦鉄 道 財 雇(Bu｢deseisenbahnvermogen)が創 設 され た.な6J
後 記 の地 域 化 を含 む ドイツの 一 連 の 鉄 道改 革 の 展 開 は藤 崎CS]GallandPohl[9ユ,堀[1.2],今城 編[15],
Julitz[17],ケス タ ・青 木[23],桜 井[41],鉄道 ・運 輸機 構[47],そ して渡 邉[52]に 詳細 で あ る,
国鉄 改革 の あ りh'を議 論 して い た 第.「次 臨 時行 政 調 査 会(1981年3月16目 発 足)第 四部 会 は,1982年
5月17日 に 答 申 した 報 告書 の 中で,JNRの 分 割,民 営化 の 方 針 を打 ち 出 し,こ れ を実 現 す るた め,翌 年
6月isNに 設置 され た行 政 委 員 会 で あ る.
制度 設 計 の段 階 で は,基 金 を年利 率7.3%で運 用 して 得 られ る運 用 益 が 三 島.会社 の 営 業 損失 を 補填 す る
こ とを想 定 して い た.し か し,そ の 後 の経 済 情 勢 か ら,年7.3%と い う高率 の基 金 の 運 用 は お よ そ不 可
能 とな った(今 城編,前 掲 書p,34),






還 利 子相 当額 に 租税 公 課 等 管理 費 を加 え た額 で あ っ たが,89年 度 以 降 は,こ れ に整 備 新 幹線 建 設 交 付 金
財 源 額 が加 算 され た(合 田[10],p,71).
〔10.2年ご とに見 直 しを行 う もの と
.され(新 幹 線鉄 道 保 有 機 構法 §231),当初 の2年 間 は 各 新 幹 線 の輸 送
量 な ど に応 じて 算 定 され たが,以 後,各 新幹 線 の 収 益性 等 を勘 案 して 運輸 大 臣が 定 め る固 定比 率 に移 行
した(合 出,前 掲 箇 所 〉.
〔v;Koh正連 邦首 相(在 任1982-98年)の 命 を受 け,学 識 経 験 者2.名,財 界 人3名,政 治 家4.名,組.合代 表
2名 の計u名 の委 員 が招 聰 され て設ie.され た委 員 会 で あ る.
〔121Regu】anon(EEC)Nol191/690ftheCouncilof26June19690nactionbyMemberStatesconcerningthe
obligationsinherentinthewnceptofapublicserviceinh'ansportbyrail,roadandinlandwaterway.
〔1:{)しか し,国 鉄 は膨 大 な債 筋 を抱 えて お り,そ の 対 処 に追 られ て い た,し た が って,EC鉄 道 市 場 の 臼 山
化 が 現 実 味 を帯 び るまで には,な お若チ の 時 間 を要 した(堀 ・斎藤[7],p.156>.
(laCouncilRegulation(EEC)No1893/910f20June1997amendingRegulation(EEC)No1191/690naction
byMemberStatesconcerningtheobligationsinherentintheconceptofapublicserviceintransportby
rail,roadandinlandwaterway,EC規則1191/69の改 正 規 則 で ある,
tlgCouncilDirective91/440/EECof29July19910nthedevelopmentoftheCommunity'srailways.な お,
2001年にEC指 令2001/12として 改正 され た,
ae;鉄道 事 業 は,経 営形 態 に応 じて次 の 三者 に類 別 され る,.すな わ ち,第 一種 鉄 道 事 業 とは,自 ら敷 設 した
鉄 道 線 路 で運 送 を 行 う もの を(鉄 道 事 業 法 §211),第二 種 鉄 道 事業 とは,他 人 が敷 設 し た鉄 路 を使 用
して運 送 を行 うもの を(m),第 三種 鉄 道事 業 とは,第 種 事 業 者 に譲 渡 す る 目的で 鉄路 を敷 設 す る もの ,
自 ら敷 設 した それ を第 二 種 事業 者 に使 用 させ る もの をい う(n>.第 一 種 は上 下 一 体の 鉄 道 会 社 を,第
二 種 は オ ペ レ ー シ ョン会 社 を,第 三種 は イ ン フ ラ保.有会社 をそ れ ぞれ 規 定 して い る,
〔11}i日本 経済 新 聞 』2007年9月26口 付 夕刊 .
(1Bなお ,規 制 の 効 果分 析 につ い て は,山 本[55]及 び 川 崎[57]が 有 川 な視座 を提 供 して い る.
(19〕双 方 の .見解 はlxwis[26],Manse[27]に詳述 され て い る.
Czo;たとえ ば,Baileyet｢!.[2]は,1978年以 降の 米 国 国 内 航 空.市場 の..・連 の規 制緩 和 につ い て,既 存 企 業
が潜 在 的参 入 者 の 脅威 に も関 わ らず 運 賃 を引 き..ドげな か った こ と,新 規 参 入.企業 の 価格 決 定 行 動 に既 存
企 業 が即 座 に 対応 した こ とな どか ら,コ ンテ ス タ ブル 仮 説 は成 立 しな い と して い る.ま た,Vickersand
Yarrow[50]も,極小 の 埋没 費 用 を仮 定 した だ け で理 論 の 命題 に破 綻 を来 す点 を 批判 して い る.
(z1;LU各国 の線 路 使 用料 に関 して はHolder[11]
,斎 藤[39],[40.'.に詳.しい,な お,DBAGの 線 路 使 用
料 の 詳 細 は,DeutscheBahnAG(Hrsg.),DasTr｢ssenpreissystemderDRNetzAGを参 照 された い.
〔22〕オ ー ス トIJア,ベ ル ギ 一ー,イ タ リア な ど で ドイ ツ モデ ル が 採 られ て い る.な お,現 行 のEU.の上 下 分 離
には ドイツ モ デル の 他,上 下 を完全 に 分離 独 立 させ る ス ウ ェ ーデ ンモ デ ル,ダ イヤ 配分 や 保 線等 特 定 業
務 の み 分離 す るフ ラ ンスモ デ ルの.三つ の類 型 が ある(Nash[zs],p,75).
(Li,たと えば
,『朝 日新 聞」2001年6月27日 付 朝 刊,R｢alw｢yG｢zetteZntern｢h'o-ra｢d誌2006年9月号.
aシ ュ トゥットガル トで は,シ ュ トゥットガル ト～ ウル ム間 の 高速 化 に伴 い,現 在,頭 端 式駅 舎(Kopfbahnhof)
で あ る シ ュ トゥ ッ トガル ト中央 駅 を地..ドの 通 過 式 駅 舎(Durchgangsbahnhof;に改 築す る こ とを柱 とす
る 「シ ュ トゥ ッ トガ ル ト21」計画 が長 年 に 渡 り議 論 され て きた が,2007年7月19日,資 金 繰 りの め ど
がつ い た と して,プ ロ ジ ェク トの 着 手 に ゴ ー サ イ ンが 出 され た ...・方 の ミュ ン ヒェ ンで も,ミ ュ ン ヒ ェ
ン 中央 駅 ～ ミュ ン ヒェ ン国 際空 港 間 約38kmを 所 要10分 で 結 ぶ ドイ ツ版 リニ アモ ー ター カー 「トラ ン ス
ラ ピ ッ ド」("Cransrepid)の建設 が9月25日 に正 式 に 決定 され るな ど,国 際競 争 力強 化 に向 け た動 きが 盛
ん にな っ て いる.




,民 営 化 理 論 に つ い て は,BOS[4]及 び.VickersandYarrow,op,CZt、を 参 照 さ れ た い.
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